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建災防だより                        令和 ２年４月１日 
建設業労働災害防止協会香川支部  

〒760-0026 高松市磨屋町６－４  

                     TEL：087-821-5243 FAX：087-821-5229 

Ｅメール： info@kensaibou-kagawa.jp 

                           ホームページ：https://kensaibou-kagawa.jp 

                       検索方法：建災防香川（けんさいぼうかがわ） 

 

 新年度を迎えるにあたって  

 令和２年度の建災防香川支部  会員研修会中止のお知らせ（２面）  

 「新型コロナウイルス感染症」の感染拡大防止のため、技能講習、安全衛生教

育等の実施についてのお願い（２面）  

 建災防香川支部令和元年度活動報告・令和２年度活動計画（３～５面）  

 香川労働局、労働基準監督署の人事異動（６面）  

 外国人労働者の安全衛生確保について（７面）  

 労働者の石綿健康障害の防止対策の強化（７～９面）  

 行政等からのお知らせ（９～１１面）  

 5～7 月開催の講習日程（１１面～１２面） 

 

１．  新年度を迎えるに当たって  

谷口支部長挨拶  
 

新年度を迎え一言ご挨拶申し上げます。 

まずは、今世界中で猛威をふるい我が国の市民生活・経済活動

等に大変な状況を引き起こしている「新型コロナウイルス感染

症」に対し感染防止にご苦労されている会員各位にお見舞い申

し上げます。 

全国の建設業における労働災害は長期的には減少傾向にあり

ます。令和元年（令和２年 2 月末現在）の全国における労働災

害発生状況は、死亡者数は全体で 790 人（全年同期比▲90 人、

10.2％減少）建設業では 260 人（全年同期比▲46 人、15.0％減

少）です。休業４日以上の死傷者数は 123,130 人（全年同期比

▲1,647 人、1.3％減少）建設業では 14,908 人（全年同期比▲219 人、1.4％減少）です。  

 香川県下においては、死亡者数は全体で 5 人（全年同期比▲3 人）建設業では 0 人（全年同

期比▲２人）です。休業４日以上の死傷者数は 1,207 人（全年同期比▲15 人）建設業では 137 
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人（全年同期比▲16 人）です。 

香川県における建設業の死亡災害は平成２５年に“ゼロ”を初めて達成し、その後毎年２

～３件発生していましたが、令和元年は再びゼロを達成しました。 

 一方、令和２年２月末の労働災害発生状況では、全国においては、死亡者数は全体で 91 人

（全年同期比▲1 人、1.1％減少）建設業では 36 人（全年同期比+4 人、12.5％増加）です。

休業４日以上の死傷者数は 10,738 人（全年同期比▲24 人、0.2％減少）建設業では 1,341 人

（全年同期比▲46 人、3.3％減少）です。  

 香川県下においては、死亡者数は全体で 4 人（全年同期比+3 人）建設業では 0 を継続して

います。休業４日以上の死傷者数は 114 人（全年同期比+8 人）建設業では 18 人（全年同期

比+4 人）です。 

 令和元年の労働災害は全国、香川県とも減少しました。死亡災害については大きく減少し

たものの、休業災害では減少幅は少なく、１３次防の目標には遠く及ばない状況です。令和

２年２月までの数字は前年比で増加しており、注意が必要な状態と思われます。令和２年度

は「新型コロナウイルス感染症」予防対策の中で、現場から感染者を出さないという新たな、

衛生活動が加わりますが、労働安全衛生の基本を守り、活動されるようお願いいたします。 

 

２．  建災防香川支部の令和 2 年度会員研修会中止のお知らせ   
 

４月１５日から２８日にかけて５会場で開催予定にしていた令和２年度の会員研修会につ

いては、2 月から猛威をふるっている「新型コロナウイルス感染症」の感染防止のため、今

年度は、周知会を中止します。そのため会員各位には、香川労働局、所轄監督署の周知書類、

建災防からは、今年度の実施計画等の資料を取りまとめて、お送りいたします。会員各位に

は社内周知会をお願いします。大変残念ではありますがこの状況を乗り越えるため、会員各

位のご理解ご協力をお願いいたします。 

 

３．  「新型コロナウイルス感染症」の感染拡大防止のため、技能

講習、安全衛生教育等の実施についてのお願い  
 

講習等を行うにあたり、いろいろな制約が必要になっていますので、受講者の皆様にはご

不便をおかけしますがご協力をお願いいたします。 

⚫ 講習会場ではできるだけ換気を行います。 

⚫ 席の間隔をとるため、定員を減らすことがあります。 

⚫ 講習会場へ入室の際は手指の消毒をお願いします。 

⚫ マスクは各自で用意してください。 

⚫ 講義中、講師もマスクを着用します。 

⚫ 受講予定者で発熱等の症状がみられる場合は、次回以降の講習に変更しますので、ご

連絡ください。 

⚫ 受講中、体調が悪くなった場合は、次回以降に受講できることとしますので、会場の

係員に申し出てください。 

⚫ もし、講師に感染の疑いが出た場合、講習を中止せざるを得ない状況になった場合は、

その講習を中止又は延期することがあります。 

⚫ 講習会場が汚染されている恐れがある場合は、会場を変更することがあります。会場

の確保ができないときは開催を延期します。 

⚫ そのほか様々なことでご迷惑をおかけすることがあると思われますが、受講者の皆様

のご理解・ご協力をお願いします。 
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４．建災防香川支部令和元年度活動報告令和２年度活動計画  
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５．香川労働局、労働基準監督署の人事異動  

  香川労働局では、４月１日付で人事異動を実施されました。労働基準部を中心に、各監

督署の幹部職員の方々をお知らせ致します。氏名の後に（〇）とあるのは、今回異動され

た方々です。 

◆香 川 労 働 局                                       （敬称略） 

  ◇ 局        長    本間 之輝  

◇ 総  務  部  長     焼山 正信  

◇ 労 働 基 準 部 長       松本 和之 ○ 

     ・監 督 課 長       石川 修一郎 〇   

     ・健康安全課長         中山    智      

主任地方産業安全専門官    辻   博文     地方労働衛生専門官  北原 久敬 ○        

地方産業安全専門官    小山 正博        

◇ 職 業 安 定 部 長       大槻 一郎  

◇雇用環境・均等室長     佐藤 真理子 〇 

◇高松労働基準監督署   

・署   長      小松 良弘 〇      副署長 西田 文明 〇 

        第一方面主任   原  修 〇    第二方面主任 須藤 貴志 〇          

第三方面主任   山本 憲司 

     安全衛生課長・地方産業安全専門官   丸田 覚  〇  労働基準監督官 田中 均樹 

     労 災 課 長     山田 寿美子 

◇丸亀労働基準監督署   

    ・署 長  伊東 広光 〇    

監督・安衛課長 横山 章広 〇    労働基準監督官 藤本 剛志 

労災課長 後藤 雅典 

◇坂出労働基準監督署    

    ・署 長    角井 尚規  ○   

監督・安衛課長 石井 暢樹    地方産業安全専門官 池田 真也 〇 

労災課長 徳田 博子  

◇観音寺労働基準監督署    

    ・署 長  村上 誠   

監督・安衛課長 竹内 浩二  ○  地方産業安全専門官 末澤 誠一 〇 

労災課長 川田 久美子 

◇東かがわ労働基準監督署   

    ・署 長  塩田 明美 〇    

監督・安衛課長  水川 雄介 ○       労働基準監督官 白石 隼也 

労災課長 岩  貴代  
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６． 外国人労働者の安全衛生確保対策について（香川労働局より）  

 

７ ． 労 働 者 の 石 綿 健 康 障 害 の 防 止 対 策 の 強 化 （ 香 川 労 働 局 よ り ）
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８．行政等からのお知らせ 

厚生労働省、国土交通省、建災防本部等からの通達・事務連絡の一覧です。詳しい内容につ

きましては発出元、建災防のホームページ等からご覧ください。 

 

（18）死亡災害撲滅緊急要請について 

香労発基 0323 第１号令和２年３月２３日 香川労働局長 

 

香川県下における令和元年の労働災害は、死亡者数が令和２年２月末現在の速報値

で５人と前年より３人（37.5%）減少し過去最少となりました。また、休業４日以上の

死傷者数は、令和２年２月末現在で 1,207 人と前年同期比で 1.2％（15 人）減少し、

４年ぶりに減少する見込みとなっています。 

しかしながら、本年は１月～２月の２か月間ですでに４人もの尊い生命が労働災害

の犠牲となるなど、誠に憂慮すべき事態となっています。 

つきましては、別紙のとおり死亡災害撲滅に向けた取組を要請したしますので、傘

下の会員事業場において、安全衛生活動の総点検、安全管理体制の充実、安全衛生教

育の徹底等、基本的な安全活動が着実に実施されるよう周知、指導及び援助等をお願

いいたします。 

※同封資料をご覧ください。 

 

（１）「チェンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」の改正について 

 基発 0131 第３号令和２年１月３１日厚生労働省労働基準局長  

 

（２）「チェンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」の留意事項の改正につ

いて（要請） 基安安発 0131 第３号令和２年１月３１日 厚生労働省安全衛生部安全課長  
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（３）「労働安全衛生法第 28 条第 3 項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質による

健康障害を防止するための指針の一部を改正する件」等の周知について（協力依頼） 

基発 0227 第１号令和２年２月７日 厚生労働省労働基準局長 

アクリル酸メチル及びアクロレインについて  

 

（４）技能労働者への適切な賃金水準の確保について 

国土入企第５０号令和２年２月１４日 国土交通省土地・建設産業局長 

 

（５）新型コロナウイルス感染症により影響を受ける下請等中小企業等との取引に関する 

配慮について 

国総交第１０２号国土建整第１２１号 2020213 中第 12 号令和２年２月１４日 

 国土交通大臣  経済産業大臣 

 

（６）建設工事標準請負契約約款の実施について（令和元年１２月２０日付国土交通省中建

審第２号）の正誤表の送付について 

事務連絡令和２年２月１８日 中央建設業審議会事務局 

 

（７）建設業法施行規則及び建設業許可事務ガイドライン等の改正について（通知） 

国土建第４６３号令和２年２月２０日 国土交通省土地・建設産業局建設業課長 

 

（８）施工中の工事における新型コロナウイルス感染症の罹患に伴う対応について 

事務連絡令和２年２月２５日 国土交通省土地・建設産業局建設業課長 

 

（９）新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事及び業務の一時中止措置等に

ついて 

事務連絡令和２年２月２７日 国土交通省土地・建設産業局建設業課長 

 

（10）完了検査の円滑な実施について 

国住指第 3960 号令和２年２月２７日 国土交通省住宅局建築指導課長 

 

（11）「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する分野別の方針」（分野別方針）の   

改正について 

国土建労第 1453 号令和２年２月２８日 国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課長 

 

（12）建設工事標準請負契約約款の実施について（令和元年 12 月 20 日付国土交通省中建審

第 2 号）の正誤表の再送付日ついて 

事務連絡令和２年３月２日 中央建設業審議会事務局 

 

（13）建設工事等におけるガス管損傷による労働災害の防止について 

事務連絡令和２年３月１０日 厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課建設安全対策室長 

 

（14）新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策に伴う下請契約及び下請代金支払の 

適正化の徹底等について 

国土建推第３８号国土建整第１３２号令和２年３月３１日  

国土交通省土地・建設産業局建設業課長 建設市場整備課長 

 

（15）公共工事の代価の中間前払い金払及び既済部分払の活用並びに手続きの簡素化・迅速 

化の促進について 

事務連絡令和２年３月１１日 国土交通省土地・建設産業局建設業課長 
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（16）未熟練労働者の安全衛生教育マニュアル（警備業編）の送付について 

基安安発 0311 第１号令和２年３月１１日 厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課長 

 

（17）リスク評価結果等に基づく労働者の健康障害防止対策の徹底について 

基安発 0312 第１号令和２年３月１２日 厚生労働省労働基準局安全衛生部長 

 

 

９. 5～7 月開催の講習予定  

講習予定日 講 習 科 目 講 習 会 場 

５月 11 日(月) 

12 日(火) 
型 枠 支 保 工 の 組 立 等 作 業 主 任 者 香 川 県 建 設 会 館 

学;5 月 13 日(水) 
実:  14 日(木) 

または 15日(金) 

小型車両系建設機械（３トン未満）運

転 特 別 教 育  

(学科）香川地域職業訓練センター 

(実技）タ ク テ ッ ク 

５月 21 日(火) フ ル ハ ー ネ ス 型 安 全 帯 特 別 教 育 香  川  県  建  設  会  館 

5 月 19 日(火) 

20 日(水) 
玉  掛  け  技  能  講  習  （学科・実技）タ ク テ ッ ク 

5月 21日(木) 

   22 日(金) 
職 長 ・ 安 全 衛 生 責 任 者 教 育  香 川 県 建 設 会 館 

5 月 25 日(月) 

26 日(火) 
足 場 の 組 立 等 作 業 主 任 者  香  川  県  建  設  会  館 

学:5 月 27 日(水) 
実:  28 日(木) 
 または 29日(金) 

ロ ー ラ ー 運 転 者 特 別 教 育 
(学科）香川地域職業訓練センター 

(実技）タ ク テ ッ ク 

6 月  2 日(火) 

3 日(水) 
玉  掛  け  技  能  講  習 （学科・実技）タ ク テ ッ ク 

6 月  5 日(金) フ ル ハ ー ネ ス 型 安 全 帯 特 別 教 育 香川県建設業協会西讃支部会館 

学:6 月 9 日(月) 

実:6月 10日(水) 

    ～12 日(金) 

 ※2 日間講習  

高 所 作 業 車 運 転 技 能 講 習 
(学科)香川地域職業訓練センター  

(実技）タ ク テ ッ ク 

学:6月 15日(月) 
実:  16 日(火) 

または 17 日(水) 

小型車両系建設機械（３トン未満） 

運  転  特  別  教  育 

(学科）香川地域職業訓練センター 

(実技）タ ク テ ッ ク 

6 月 19 日(金) 熱 中 症 予 防 指 導 員 ・ 管 理 者 研 修  香  川  県  建  設  会  館 

学:6月 22日(月) 

   23 日(火) 

実:24 日～26 日 

※3 日間講習  

車 両 系 建 設 機 械  

（整地･運搬･積込用、掘削用） 

運  転 技 能 講 習 

(学科)香川地域職業訓練センター 

(実技）タ ク テ ッ ク 

6 月 29 日（月） 
または 30 日（火） 

※１日講習  

車 両 系 建 設 機 械 （ 解 体 用 ） 

運 転 技 能 講 習  

（学科･実技）  

タ ク テ ッ ク 
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講習予定日 講 習 科 目 講 習 会 場 

7 月 2 日(木) 
   3 日(金) 

職 長 ・ 安 全 衛 生 責 任 者 教 育  香  川  県  建  設  会  館 

7 月 6 日(月) 
   7 日(火) 

建築物等の鉄骨の組立等作業主任者  香  川  県  建  設  会  館 

7 月 8 日(水) 
  9 日(木) 

石 綿 作 業 主 任 者  香  川  県  建  設  会  館 

7 月 14 日(火) 
石 綿 使 用 建 築 物 等 解 体 等 業 務 

 特 別 教 育 
香 川 地 域 職 業 訓 練 セ ン タ ー 

7 月 16 日(木) 職長・安全衛生責任者能力向上教育 香 川 地 域 職 業 訓 練 セ ン タ ー 

7 月 21 日(火) 丸のこ等取扱作業の安全衛生教育 香 川 地 域 職 業 訓 練 セ ン タ ー 

7 月 28 日（火） 
  29 日（水） 

足 場 の 組 立 等 作 業 主 任 者 香 川 県 建 設 会 館 

7 月 31 日(金) フ ル ハ ー ネ ス 安 全 帯 特 別 教 育 香 川 県 建 設 会 館 

・建災防香川支部のホームページが４月１日から新しくなりました。アドレスも新しくなっ

ています。 

・講習の申込書は建災防のホームページからダウンロードできます。  

・申込みの受付は先着順です。定員になり次第締め切ります。 

・職長・安全衛生責任者教育及び小型車両系建設機械運転特別教育はすぐに定員になってし 

まいますので、事前に空き状況をお問合せください。 

・ゴシック太字の技能講習は、人材開発支援助成金対象の講習です。 

編集後記  

戦前にも今のような労災保険制度はあったのだろうか。「昭和 12 年労働者災害扶助年報 厚

生省労働局 昭和 14 年発行」によると、「労働者の業務上の傷病に対する扶助制度は、工場、鉱山において

は「工場法」及び「鉱山法」により早くから行われてきたが、土木建築工事、土石採取業、仲仕請負業並びに

鉄道、軌道、乗合自動車の運輸業等の諸事業における労働者の業務上の傷病に対しては何ら扶助制度の設がな

かった。」とあり、内務省社会局で「工場、鉱山における扶助制度をこれらの諸事業にも拡張する必要を認め、

調査研究し労働者扶助法案の成案を得たので、昭和 3年 1月第 54帝国議会に提出した。しかるに同議会は解

散、昭和 4年 1月第 56帝国議会に提出し衆議院を通過したが貴族院において審議未了となった。」・・・「然

し第 56 議会において同法案審議中、「全国土木建築請負業者聯合会を中心とする事業主団体」は、これを国

営保険となさんとする対案を掲げて同法案に反対し、」とあり、紆余曲折の後、「労働者災害扶助法は昭和 6

年法律第 54号、同責任法案は同日法律第 55号も持って公布せられ、昭和 7年 1月 1日から施行されることに

なった。」とある。やっと建設業も認められたということだが、工場法は明治 44 年公布、大正 5 年施行であ

るから、ずいぶんと遅れたことである。しかし、これも、戦時体制で実態が不明になる。社会局の統計は昭和

15年から 22年までは無く、戦後、労働基準法によって復活することになる。この労働者災害扶助法の経緯に

ついては、加瀬和俊「労働災害扶助法の制定過程と土木請負業界：東京大学社会科学研究所紀要「社会科学研

究第 52巻第 6号」に紹介されている。 

この労働者災害扶助法で災害扶助者について、「扶助責任者は雇主たる事業主とである。・・・土木建築工

事であって請負による土木建築工事においては元請負人を扶助責任者としている。」と明文化されており、元

請け責任が我が国においては、戦前に定められ、戦後に引き継がれたといえる。      （T.T） 


